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背 景

 先天性難聴児は1000人に1人程度の頻度で出生し、比較的高頻度である。
 新生児聴覚スクリーニング検査によって難聴児を早期発見し、早期療養を
開始することにより、難聴児の生活の質が大幅に改善につながる。

 産婦人科診療ガイドライン産科編2017に推奨されたことで、産婦人科では
新生児聴覚スクリーニング検査は標準的管理になっている（自費診療）。
• 産婦人科診療ガイドライン産科編2017では、「インフォームドコンセントを取得したう

えで聴覚スクリーニング検査を実施し、母子健康手帳に結果を記載する（B）」と推奨
されるようになった。

• 産科医療機関は、すべての妊産婦に対して、検査について説明する必要があり、自
施設で検査できない場合には他施設を紹介するなどの対応が必要である。
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脂肪酸代謝異常症

有機酸代謝異常症

アミノ酸代謝異常症

のう胞性腎奇形

食道閉鎖

耳介変形

多発奇形（複合奇形）

口蓋裂

髄膜瘤

鎖肛

尿道下裂

短肢症

水頭症

口唇裂

横隔膜ヘルニア

大動脈縮窄

ファロー四徴症

十二指・小腸閉鎖

合指・合趾症

耳介低位

先天性難聴

心房中隔欠損症

大血管転位

多指・多趾症

口唇口蓋裂

ダウン症候群

心室中隔欠損症

先天異常症の種類とその発症率
発症率1/100,000以上の疾患

1/1,000以上の発生率

1/5,000以上の発生率

先天性代謝異常検査
• 公費でマススクリーニングとして全出生児に実施されている
• 出生後の介入で児の予後の改善が期待できる

日本産婦人科医会 「外表奇形等統計調査」より作成

先天性疾患の中でも
高頻度な疾患の一つである
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新生児聴覚スクリーニング検査についてのアンケート調査
日本産婦人科医会

調査の目的：

現状の新生児聴覚スクリーニング
検査の実態を把握すると共に、他
施設で出生した児に対して聴覚ス
クリーニング検査を実施可能な施
設を各都道府県単位でリストアップ
すること

調査実施時期
2017年6月実施
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アンケート調査の概要

• 対象：全国の分娩を取り扱っている2,369医療機関

• 実施時期：平成29年６月～７月

• 調査内容：平成28年度の実態を調査

• 回答数： 1,797施設

• 回収率： 75.9%（1,797/2,369)

都道府県別回収率：53.3%～90.6%

• 回答施設での分娩総数：758,514件
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アンケート調査結果（1）
検査可能施設数・検査実施数

検査可能施設数/有効回答（率）： 1,693/1795施設（94.3％）
有効回答数（検査実施数について）:1,718件(72.5%)
有効回答施設での分娩総数： 724,280件
検査実施数： 634,216件
検査実施率： 87.6%
- 検査を受けていない90,066人(12.4%）は検査を受けない選択をした
- 経済的な理由（公的補助がないこと）もあると推察される

精密検査実施数： 5,329件
精密検査実施率： 0.8%

（2017年調査）
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アンケート調査結果（2）
公的補助に関する調査

公的補助に関する有効回答数： 1,633施設（68.9％）
(分娩総数：673,508件、検査実施総数：579,026件)

公的補助利用施設数： 197施設
公的補助利用施設率： 11.6%
公的補助利用施設の分娩総数： 56,324件
公的補助検査数： 36,281件
公的補助検査率： 6.3%

（2017年調査）
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都道府県別での医療機関での検査実施率（対新生児；平成28年度）

5都道府県で検査実施率が80%未満であった
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都道府県別での医療機関の検査可能率（平成28年度）

• 23都道府県で検査は100%可能であった
• 産科医療機関のほとんどで新生児聴覚検査に対応可能になっている
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新生児聴覚スクリーニング検査可能施設率
（日本産婦人科医会調べ）
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• 2017年4月に産婦人科診療ガイドライン産科編2017で新生児聴覚スクリーニング
の推奨度が上がったため、現状はさらに上昇していると考える。
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施設の分娩数での比較（n=1,718)
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小規模施設で機器購入が負担になっている。また、大規模施設での実施率もやや低い。



公費補助下での検査率：2016年度の状況
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このデータは2016年のものであるが、2017年4月より、香川県、静岡県の全県で公費補助が開始されている他、
鹿児島県、山梨県など広がりを見せているが、まだまだ低いのが現状である

（2017年調査）
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公費補助のある地域（施設）とない地域での
検査受検率の比較（有効回答：1,633施設）
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「新生児聴覚検査の実施状況について」の調査結果
（厚生労働省母子保健課：2014年、2017年の市区町村への調査）

検査結果の把握 検査の公費補助実施自治体数 公費負担（初回検査）の範囲

• 公費補助は拡充してきているものの、依然50%以上の自治体が補助していない。
• 補助実施自治体においても、定額補助が多く、補助額が低いところが多い。
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新生児聴覚スクリーニング検査での使用機器について

• 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知

（平成28年3月29日）

「聴神経難聴スペクトラム（Auditory neuropathy spectrum disorders 

(ANSD)では、内耳機能は正常又は正常に近いため耳音響放射検

査（OAE）ではパス（反応あり）となるものの、聴神経機能は異常で

あるため自動聴性脳幹反応検査(AABR)ではリファー（要再検）とな

る。このため、初回検査及び確認検査はAABRで実施することが望

ましい」

• 検査費用としては、OAEはAABRに比べて安価であり、導

入しやすいが、精度はAABRが優れている。

AABRが実施できる金額での公的補助が望まれる。

ＡＡＢＲ

63%

ＯＡＥ

28%

両方

9%

n＝1,565

2014年の医会調査

• 耳音響放射検査（OAE）、自動聴性脳幹反応検査（AABR）がある。
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各都道府県での平均的な検査の自己負担額

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

山
梨
県

長
野
県

静
岡
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

岐
阜
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国
平
均

（円）

2014年の医会調査

平均
5000円

15



新生児聴覚スクリーニングの状況
アンケート調査結果

•実施： 2019年3月15日～4月15日（締め切り）

•調査方法：質問紙を用いたアンケート調査

•調査対象時期：2019年4月1日時点の状況を調査

•対象：47の都道府県産婦人科医会

•回収率：100％（47/47）
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都道府県における協議会の設置状況
（日本産婦人科医会調べ）

合計38都道府県で協議会の設置あり、
または予定ありと回答

2016年度以前（22都道府県）

2017年度（11都道府県）

2018年度（3都道府県）

2019年度（2都道府県）

都道府県の協議会の設置

 厚労省からは、新生児聴覚スクリーニン
グ検査の実施と要支援児への多面的な
支援のために、行政・療育・医療・医師
会・患者団体からなる都道府県単位の協
議会の設置が求められている。

 協議会においては、市町村・医療機関に
おける実施状況、早期療育への支援状
況などを把握し、必要な対策について協
議することが求められている。
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全ての市区町村で公費補助を実施あるいは実施予定
（日本産婦人科医会調べ）

全ての市区町村で公的補助
（13都道府県）

およそ３割の都道府県が、全市区町村
での公費負担を実施あるいは実施予定

厚生労働省子ども家庭局

母子保健課長通知
（子母発0319第１号平成31年3月19日）

• 検査費用に係る公費負担について
は、平成19 年度に地方財政措置が講

じられていることから、受検者の経済
的負担の軽減のため、積極的に公費
負担を行うこと
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都道府県別での公費補助を行う市区町村の割合
（日本産婦人科医会調べ）
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★は公費補助
を受けるため
交渉中と回答
した都道府県
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新生児聴覚スクリーニング検査の現状

•新生児聴覚スクリーニング検査を行う産科施設の体制は整備されている
- 2016年の調査で、産科施設の94.6％で検査可能

- 2017年発刊の産婦人科診療ガイドライン2017でその実施が強く推奨

•公的補助がある地域とない地域で検査受検率が異なる
- ２016年の調査で、12.4％の妊婦が検査を受けない選択をしている

-公費補助がある地域においても補助金額が低く、平均で3452円である

-平均で検査の自己負担は5000円程度発生している

•小規模施設での検査実施率が低い傾向にある

•約30％の施設でOAEによる検査が行われ、推奨されているAABRが使用さ
れていない（2016年の医会調査）
-平成28年の厚生労働省の通知でAABRの使用が推奨されている
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日本産婦人科医会からの要望１

1. 市区町村単位でなく、都道府県単位の協議会を中核として事
業を行う必要がある。また、都道府県の協議会の間で情報交
換するシステムの構築が必要である。

•全都道府県に協議会を設置し、個別症例について聴覚スクリーニン
グ検査の結果を把握して、精密検査、早期治療介入、療育へつなげ
る体制の整備が望まれる。

•市区町村単位で精密検査や療育は完結できないので、広域で患児情
報を把握し、患児をサポートする行政システムが必要である。

•若い世代は転勤などのため住所地の移動が高頻度であり、また、帰
省分娩など住所地と異なる施設で分娩が行われることもある。
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日本産婦人科医会からの要望２

2. すべての児が早期に検査できるような体制が必要である。

⑴ 新生児スクリーニング検査の無料化
-自費診療では経済的な状況で検査できない新生児もでてくる

• すべての児に障がい克服の機会を平等に提供することが国の責
務である

-検査法（AABR）に見合った検査費用の補助が必要である

⑵ 医療機関への検査機器（AABR）購入の支援

-検査機器の更新の時期にあり、更新や新規導入への補助が必要で
ある
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